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１ まえがき  
工場の海外進出は企業にとって重要な戦略である。

Ferdows 1)は海外進出工場を立地や能力から階層化し、

戦略的役割モデルとして定義した(図1)。この戦略的役

割モデルはマザー工場制との関連が考えられる。マザ

ー工場制は日本企業が独自の技術やノウハウを海外工

場に伝える日本特有のシステムである。 

日本的生産システムは、文化的背景の違いから導入

の難しさも指摘されてきた 2)。一方で、日本的生産シ

ステムを経営手法や組織構造に由来するものと定義し

導入を試みる先行研究 3)や、文化的背景を克服するこ

とで新規市場の開拓手段としての可能性も考えられる。 
以上より本研究は、マザー工場の従来の技術の開

発・移転の機能だけでなく、新たな市場開拓機能を明

らかにし、マザー工場を戦略的役割モデルによって一

般化することを目的とする。 

 
２ 理論と仮説 
(1)戦略的役割モデルとマザー工場制  

 
図1 Ferdows 3)の戦略的役割モデル 

 

Ferdows 3)は、海外進出工場を工場の能力 (Site 
competence) と戦略的理由 (Strategic reason) を用いて

戦略的役割を分類した(図１)。戦略的役割モデルは、

企業が工場を設置する理由である戦略的理由をX軸に、

10段階に分けた工場の能力をY軸として6種類の工場

の戦略的役割を定義した (図1)。戦略的役割は大きく3
階層に分けられ、3つの戦略的理由と能力により状況に

応じて変化・遷移する。戦略的役割モデルは、海外工

場進出戦略の検証の基盤となった。 
日本的生産システムであるマザー工場制を、山口 4)

は、マザー工場は親会社における技術移転のセンター

として、海外からの人材の訓練や、海外で運営しやす

い製造技術開発など、技術移転戦略の中心を担う大規

模な組織単位であり、マザー工場を中心に構成された

工場全体の生産システムをマザー工場制と定義した。

本研究では、マザー工場を戦略的役割モデルにおける

リード工場・ソース工場・コントリビューター工場に

位置づけ、チャイルド工場をオフショア工場・アウト

ポスト工場・サーバー工場に位置づけた。 
(2)トヨタの事例とスズキの事例 

近年、トヨタは海外各拠点の自律化の高まりととも

に同一地域内の工場からの技術知識の移転も行った。

例えば、従来の日本のマザー工場による現地工場への

支援を、現在は同じ地域で先に稼働した工場が別工場

を支援して、技術知識を移転した後に、日本からの技

術知識移転を積極的に行うという形になっている。こ

れはマザー工場機能の一部の現地化である。 
スズキのマザー工場は、「世界のマザー工場」と呼

ばれる湖西工場、相原工場であり 5)、マザー工場を活

用して世界の新市場開拓をしてきた。例えばインド進

出は、インド政府の国民車づくりのパートナー募集を

きっかけとして、現在はインドで年間100万台超を生

産している。さらに、建設中のジャグラート州の新工

場では、製品をインド国内だけでなく、全世界へ供給

する 6)。つまり、スズキは低価格製品の開発の現地化

を通じて、現地工場の能力を著しく向上させ、世界供

給まで可能とした。 
(3) 技術知識移転と工場のネットワーク構造 

先行研究では、マザー工場制は、文書化できない知

識である暗黙知の移転が鍵であることが指摘されてい

る 7)。工場間の技術知識の移転は知識吸収能力理論を

用いて説明できる。知識吸収能力理論では、知識吸収

能力とは組織が新しい技術知識を認知 (recognize) し、

自身に同化させ (assimilate)、製品・サービスとして提

供する (apply)能力を指す 8) 。また、技術知識は保有

する知識と獲得対象である、新しい知識との間にオー

バーラップがある時に新しい知識の獲得が可能となる  
8) 。つまり、マザー工場制を支える前提として、工場

間の技術知識のオーバーラップが必要である。この技

術知識のオーバーラップを広くとらえると、文化的背

景に根差した技術知識への理解が必要となる。以上よ

り次仮説を提示する。 
 

仮説1：マザー工場の技術開発・移転機能は、 
現地化可能である 

仮説2：マザー工場は市場開拓機能を持つ 
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3 データと分析手法 
本研究は、トヨタとスズキの工場データを用いてネ

ットワーク分析を行った。分析では、日本の自動車製

造業の工場の製造車種データ (2012・2013年) を世界

自動車メーカー年鑑 9) から159件利用した。対象工場

は年鑑掲載のものとした。 
マザー工場の技術支援は車種ごとに行われ 7)、自動

車業界における技術知識移転は製造車種の広がりによ

り発生する 7)。これより、知識吸収能力理論における

オーバーラップは生産車種の一致から認識できる。ネ

ットワーク分析ではまず、トヨタとスズキの各工場の

2013年時での製造車種データより、同じ車種を生産す

る工場同士を紐帯で結んだ。次に世界で2工場のみの生

産車種の製造工場同士を無向の太い紐帯で結んだ。さ

らに、2012年のデータを確認して1工場のみでの生産

かつ、2013年のデータで2工場でしか生産されていな

い場合、2012年製造工場から2013年に新たに製造を始

めた工場へ有向の太い紐帯で結んだ。以上の方法で作

成したものが図2と図3である。各工場を示すノードの

大きさは、他の工場で製造していない単独製造車種を

持つ数が多いほど大きい。 

 
4 分析結果 

 
図2 トヨタの2013年のネットワーク図 世界自動車

メーカー年鑑 (フォーイン, 2012, 2013)より 

 
図３ スズキの2013年のネットワーク図 世界自動車

メーカー年鑑 (フォーイン, 2012, 2013)より 

 
図2 はトヨタの2013年の車種データによるネット

ワーク図である。日本工場をマザー工場として明確に

示しており、ノードが全体的に大きいことから、技術

開発の中心は日本国内である。また日本工場の単一製

造車種数は明らかに他の国より多い。北米や英国等の

先進国工場が次いで多く、チルドレン工場との支援の

関係が確認できる。以上より、仮説1は確認できた。 
図3はスズキのネットワーク図である。スズキは明ら

かに開発途上国の工場の単一製造車種数が多い。事例

でも現地に適した車種の現地開発にこだわりをみせて

おり、それはネットワーク図からも分かる。スズキの

工場は海外工場同士で技術知識移転がされ、マザー工

場であることが確認できる。よって仮説2は確認できた。 
 

5 考察 
本研究の貢献はまず、マザー工場機能の現地化やマ

ザー工場の文化的背景に根差した支援による、市場開

拓機能を示したことである。また、マザー工場制を戦

略的役割モデルに紐づけ、海外企業と日本企業の工場

のグローバル戦略の比較や、日本的生産システムの移

転の可能性を示した。以上の貢献の一方で本研究には

限界もある。まず、対象とした企業が2社のみであり、

普遍性を示しておらず、対象企業を広げる必要がある。

また、ネットワーク分析を行ったデータが限定的であ

り、年度を越えた汎用性についても検討するべきであ

る。また、組織パフォーマンスとの関連性について、

今後は統計分析による実証を行う必要がある。 
以上の限界はあるが、変化するマザー工場制を再定

義し、世界の工場に適用される戦略的役割モデルと紐

づけたことは、日本的生産システムの移転の可能性や

多国籍企業論への貢献を考えると価値がある。 
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